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令和８年度バルーンを核とした体験型観光創出事業委託業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 委託業務の内容 

(1) 業務の名称 

令和８年度バルーンを核とした体験型観光創出事業委託業務 

 

(2) 業務の目的 

本業務は、本市最大の観光資源である熱気球（以下「バルーン」という。）を活用し、佐

賀インターナショナルバルーンフェスタに集中する観光需要を年間を通じた観光需要へ

と転換するため、インバウンド向け係留体験を核とした体験型観光商品を造成するととも

に、その市場ニーズ及び販売可能性を検証し、次年度以降の本格展開に向けた基礎データ

を取得することを目的とする。 

 

(3) 契約期間 

契約締結の日から令和９年３月３１日まで 

 

(4) 実施場所 

佐賀市 

 

(5) 契約の相手方の選定 

本業務は、公募により企画提案を募集し、優れた提案及び能力を有し最も適格と判断さ

れる事業者を契約予定者とする。 

 

(6) 業務内容 

仕様書のとおり 

 

２ 委託上限額 

１１，０００，０００円（消費税及び地方消費税額を含む） 

 

３ 応募資格 

(1) 企画提案に応募できる者に必要な資格は、次のとおりとする。 

①地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定に該当しない者 

② 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)又は民事再生法(平成１１年法律第２２５号)

に基づき更生手続き開始又は民事再生手続き開始の申し立てがなされていない者 

③ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）に抵触す

る行為を行っていない者であること。 

④ 企画提案書の提出期限までの間、佐賀県又は佐賀市から指名停止措置又は指名回避措

置を受けていない者 

⑤ 国税及び地方税の滞納が無いこと 
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⑥ 当該業務を円滑に履行する実施体制が整備できること 

⑦ 自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当する者ではないこと及び次の各

号に掲げる者が、その経営に実質的に関与していないこと 

ア 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。) 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的

をもって暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若し

くは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

(2)複数事業者による共同提案による参加も可能とするが、その場合は代表事業者及び構成

事業者が上記(1)の全てを満たさなければならない。 

 

４ スケジュール（予定を含む。） 

項 目 期 日 

公募開始 ７月１５日（水） 

質問受付期限 ７月２４日（金）１７時まで 

質問の回答 ７月２７日（月）頃 

参加表明の提出期限 ８月 ３日（月）１７時まで 

企画提案書の提出期限 ８月１０日（月）１７時まで 

審査 ８月１８日（火）予定 

審査結果の通知 ８月１９日（水）頃 

業務委託契約の締結・業務開始 ８月下旬【予定】 

 

５ 質問及び回答 

(1) 企画提案書作成等に関する質問の受付 

① 受付期限 令和８年７月２４日（金）１７時まで（必着） 

② 提出方法 

・指定様式（様式第４）を用いて、電子メールにより提出すること。 

・電子メールアドレスは、下記のとおりとする。 

kanko@city.saga.lg.jp（佐賀市経済部観光振興課） 

・電子メールの件名は「プロポーザル質問」と入力し、指定様式を添付した上で送信

すること。また、電話にて受信確認をすること。 

・電話や口頭、受付期間以外の質問は一切受け付けない。 
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(2) 回答 

質問に対する回答は、質疑応答集を作成し、令和８年７月２７日（月）頃を目途に佐賀

市のホームページ上で公表する。 

ただし、質問又は回答の内容が質問者の具体的な提案事項に密接にかかわるものについ

ては、質問者に対してのみ回答する。 

 

６ 企画提案書の提出 

(1) 提出書類及び部数 

① 企画提案書表紙（様式第１） 正本７部 

② 企画書（自由様式） 正本７部 

・日本工業規格Ａ４判片面印刷で１０頁以内を目安とする 

・仕様書に基づき、提案者のノウハウ、企画等を提案し、特色が分かりやすいものとする

こと。具体的には、以下について記載すること。図表等を用いることも可とする。 

企画概要 ・企画提案する内容全体の考え方、コンセプト等について記載すること。 

実施体制 ・事業実施体制について記載すること。なお、従事予定者について、参考

となる履歴、資格等がある場合はその旨を記載すること。 

企画案の 

内容 

・ターゲット市場の設定理由、市場分析の手法及び分析結果を踏まえた商

品コンセプトを記載すること。 

・造成する体験型観光商品の内容を具体的に記載するとともに、係留体験

及び佐賀バルーンミュージアムを核とした体験価値の向上策並びに悪天候

時の代替プログラムについて記載すること。 

・インバウンド旅行者の受入環境について、多言語対応、予約方法、安全

管理、運営体制等を含めた提案を記載すること。 

・市場ニーズ及び販売可能性を検証するための手法を記載するとともに、

モニターツアー、旅行会社等へのヒアリング、ＳＮＳ等を活用した情報発

信及び効果検証の方法について記載すること。 

・市場性検証の結果を踏まえた商品改善の考え方及び次年度以降の本格展

開に向けた提案を記載すること。 

成果把握 ・目的の達成状況を把握するための方法について記載すること。 

スケジュール ・全体スケジュール及び進行管理について記載すること。 

実績 ・過去に国又は地方公共団体から受注した同様又は類似の業務実績がある

場合は、その内容について記載すること。 

③ 付属書類 各１部 

・会社等の概要（様式任意。既存のパンフレット等可） 

・履歴事項全部証明書（提出日の３か月以内の原本） 

・法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税に滞納がないことの証明書（原本） 

・市区町村税に滞納がないことの証明書（原本） 

・暴力団排除に関する誓約書（別紙） 

※共同提案での申請の場合は、全ての構成団体について提出すること 
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④ 費用見積書（様式第２） 正本１部 

 見積に係る積算内訳書を別途添付すること（様式任意）。 

 

(2) 提出期限 令和８年８月１０日（月）１７時まで（必着） 

 

(3) 提出方法 持参又は郵送による。 

 

(4) 提出先 佐賀市 経済部 観光振興課 マーケティング推進室 

〒840-8501 佐賀市栄町１番１号 佐賀市役所６階 

 

７ 業務委託候補者の選考 

(1) 選考方法 

① １次審査及び２次審査による審査を行う。 

② １次審査は、書類審査により行う。審査結果は、確定後直ちに、提案者に電子メール及

び文書で通知する。 

③ ２次審査は、プレゼンテーションにより行う。１申請者につき３０分（説明２０分、質

疑１０分）を予定し、順次個別に行う。 

④ ２次審査の結果により提案内容の順位付けを行い、順位が１位である提案者を業務委

託候補者とする。 

⑤ 詳細については、別途連絡することとする。 

 

(2) 選考基準 

別紙「審査項目及び配点（合計１００点）」により行うものとする。 

 

８ 欠格事由 

(1) 次のいずれかに該当する場合は、応募者を失格とする。 

① 提出された提案書等に記載されている文字の判読が困難である場合、又は文意が不明

である場合 

② 本実施要領等に従っていない場合 

③ 選考に参加しなかった場合 

④ 同一の応募者が２つ以上の提案書を提出した場合 

⑤ 企画提案方式による公正な企画提案の執行を妨げた場合 

⑥ 民法（明治２９年法律第８９号）第９０条（公序良俗違反）、第９３条（心裡留保）、第

９４条（虚偽表示）又は第９５条（錯誤）に該当する提案を行った場合 

⑦ 発表済の内容と酷似した提案を行った場合 

 

(2) その他 

① 企画書の提出を取り下げる場合は、速やかに「参加辞退届」（様式第３）を提出するこ

と。 

② 参加辞退届の提出があった場合も、既に提出された企画書等は返却しない。 
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③ 企画書等の再提出は認めない。 

④ 審査は提出された企画書等により行うが、提案受付後、提案内容について説明を求める

ことがある。 

 

９ その他必要な事項 

(1) 契約に関する条件等 

① 業務内容の協議 

契約後の業務にあたっては、企画提案された業務そのものを実施するものではなく、市

と十分に協議の上、決定するものとする。 

また、提出された費用見積書は、契約金額を保証するものではないため、契約段階にお

いて改めて見積書の提出を求める。 

② 成果品の利用（二次利用等） 

本業務による成果品の著作権は佐賀市に帰属するものとし、また、市は、本業務の成果

品を、自ら使用及び使用許諾した範囲に必要な範囲において、随時利用できるものとする。 

③ 機密の保持 

受託者は、本業務（再委託をした場合を含む。）を通じて知り得た情報を機密情報とし

て扱い、契約目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。また、本業務に関し

て知り得た情報の漏えい、滅失、き損の防止、その他適正な管理のために必要な措置を講

じなければならない。契約終了後もまた同様とする。 

④ 個人情報の保護 

受託者は、本業務（再委託をした場合を含む。）を履行する上で個人情報を取り扱う場

合は、佐賀市個人情報保護条例（平成１７年佐賀市条例第２０号）を遵守しなければなら

ない。 

 

(2) その他留意事項 

① 企画書の取り扱い 

ア 提出された企画書は、原則として返却しない。また、提出期限以降における企画提案

書の差し替え及び再提出は原則として認めない。 

イ 企画提案書作成に要する費用等は、すべて提案者の負担とする。 

② 提出後の変更 

企画提案書に記載した配置予定の総括担当者等を変更することはできない。 



 

 

別紙 

審査項目及び配点（合計１００点） 

 

評価項目 観点 配点 

業務の理解度 1 事業の目的、趣旨を十分に理解した上で、具体的かつ実

効性の高い提案となっているか。 

10 

2 提案者は同種、類似業務の実績を有しているか。 5 

3 インバウンド市場やターゲットの分析が適切であり、競

争力のある商品コンセプトが提案されているか。 

10 

企画案の内容 4 バルーン係留体験及び佐賀バルーンミュージアムなど、

本市ならではの魅力を活かした体験価値の高い商品とな

っているか。 

20 

5 悪天候時の代替プログラムも含め、販売可能な商品とし

て完成度が高いか。 

10 

6 多言語対応、予約導線、安全管理、運営体制等につい

て、実現性の高い提案となっているか。 

10 

7 実施後の効果測定や適切な分析が見込めるか。 10 

8 市場性検証結果を踏まえた改善提案や、本格販売に向け

た販路形成・事業展開の考え方が具体的で実現性がある

か。 

10 

業務遂行能力 9 業務実施体制、人員配置、スケジュール管理等が適切で

あり、円滑な業務遂行が期待できるか。 

10 

経費積算の 

妥当性 

10 提案内容に対する積算金額は妥当か。また、経費内訳は

明確かつ適切に記載されているか 

5 

合計 100 

  



 

 

様式第１ 

 

提 案 書 

 

  年  月  日 

 

佐賀市長 様 

郵便番号  

住所（所在地） 

団体名 

代表者名                

 

 

 

令和８年度バルーンを核とした体験型観光創出事業委託業務公募型プロポーザル

に応募したいので、「令和８年度バルーンを核とした体験型観光創出事業委託業務公

募型プロポーザル実施要領」に基づき下記書類を添えて提案書を提出します。 

 

 

記  

 

 

１ 企画書（７部。自由様式。ただし、Ａ４判片面印刷で１０頁以内を目安とする。） 

    

２ 提案書付属書類（各１部） 

・会社等の概要 

・履歴事項全部証明書 

・法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税に滞納がないことの証明書 

・市区町村税に滞納がないことの証明書 

・暴力団排除に関する誓約書（別紙） 

 

 

  



 

 

様式第２ 

年  月  日 

費用見積書 

 

 

佐賀市長 様 

 

郵便番号 

住所（所在地） 

団体名 

代表者名                

 

 

令和８年度バルーンを核とした体験型観光創出事業委託業務についての見積を下

記のとおりとします。 

 

 

記 

 

 

 

  見積価格：               円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

 

 

※ 見積に係る積算内訳書を別途添付してください。（様式任意） 

  



 

 

様式第３ 

  年  月  日 

 

  佐賀市長 坂井 英隆 様 

 

 

郵便番号 

住所（所在地） 

団体名 

代表者名                

 

 

参 加 辞 退 届 

 

 

令和８年度バルーンを核とした体験型観光創出事業委託業務に関する委託業者選

定のための公募型プロポーザルを辞退します。 

 

 



 

 

様式第４ 

質問用紙 

 

 

法 人 等 名 

 

 

 

 

担 当 部 署 

 

 

 

 

担 当 者 職 ・ 氏 名 

 

 

 

 

 

質 問 件 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質 問 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別紙 

誓    約    書   

 

私は、下記の事項について誓約します。 

なお、佐賀市が必要な場合には、佐賀県佐賀北警察署に照会することについて承諾します。 

また、今後私が佐賀市と行う他の契約等の場合にも、同様の取り扱いをお願いします。 

記  

 

１ 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団 

（２）同法第２条第６号に規定する暴力団員 

（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもっ

て暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは

積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

２ １の（１）から（７）までに掲げるものが、その経営に実質的に関与している法人その他の

団体又は個人ではありません。 

  年  月  日 

佐賀市長 坂 井 英 隆 様 

 

所在地                            

             〔 法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名 〕 

（ふりがな） 

氏  名                           

 

生年月日 （明治・大正・昭和・平成）  年  月  日 


